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介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
 

す
る
に
は
 

　
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す

る
た
め
に
は
、
ま
ず
、
長
寿

介
護
課
に
申
請
し
ま
す
。
 

　
申
請
後
、
認
定
調
査
な
ど

が
実
施
さ
れ
、
認
定
審
査
会

に
お
い
て
「
介
護
が
必
要
な

状
態
」
で
あ
る
か
ど
う
か
、

ま
た
、
介
護
が
必
要
で
あ
る

場
合
、
ど
の
程
度
の
介
護
が

必
要
で
あ
る
の
か
が
決
め
ら

れ
ま
す
。
 

【
注
意
】
４０
歳
か
ら
６４
歳
ま

で
の
方
は
、
「
特
定
疾
病
が

原
因
に
よ
り
介
護
や
支
援
が

必
要
な
状
態
」
と
な
っ
た
方

の
み
が
申
請
可
能
で
す
。
特

定
疾
病
以
外
の
疾
病
が
原
因

で
あ
る
場
合
は
申
請
対
象
に

な
り
ま
せ
ん
。
 

　
な
お
、
対
象
と
な
る
特
定

疾
病
は
主
治
医
に
確
認
し
て

く
だ
さ
い
。
 

長
寿
介
護
課 

蕁
　 

4
4
9
、
4
4
3

内 

　
介
護
保
険
は
、
高
齢
者
自
身
や
家
族
が
抱
え
る
介
護
の
不
安
・
負
担
を
社
会
全
体
で
支
え
あ
う
社

会
保
険
制
度
で
す
。
 

　
こ
の
制
度
は
、
高
齢
者
の
方
々
が
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
い
つ
ま
で
も
安
心
し
て
暮
ら
す
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
市
町
村
が
運
営
し
て
い
ま
す
。
 

介護保険料の決まり方 

●生活保護を受給している方 
●世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉年金
を受けている方 

年額２３,６００円 
（基準額×０.５） 

第１段階 

●世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所
得金額＋課税年金収入額が８０万円以下の方 

年額２３,６００円 
（基準額×０.５） 

第２段階 

●世帯全員が住民税非課税で、第２段階以外
の方 

年額３５,４００円 
（基準額×０.７５） 

第３段階 

●世帯の誰かが住民税課税で（本人は住民税
非課税）、前年の合計所得金額＋課税年金収
入額が８０万円以下の方 

年額４３,０００円 
（基準額×０.９１） 

特　例 
第４段階 

●世帯の誰かが住民税課税で、本人は住民税
非課税の特例第４段階以外の方 

年額４７,３００円 
（基準額×１.０） 

第４段階 
（基準額） 

●本人が住民税課税で、前年の合計所得金額
が１２５万円未満の方 

年額５４,８００円 
（基準額×１.１６） 

第５段階 

●本人が住民税課税で、前年の合計所得金額
が１２５万円以上２００万円未満の方 

年額５９,１００円 
（基準額×１.２５） 

第６段階 

●本人が住民税課税で、前年の合計所得金額
が２００万円以上４００万円未満の方 

年額７０,９００円 
（基準額×１.５） 

第７段階 

●本人が住民税課税で、前年の合計所得金額
が４００万円以上の方 

年額８２,７００円 
（基準額×１.７５） 

第８段階 

保険料段階 保　険　料 対　　象　　者 

申請 1
　長寿介護課に申請してください。 
　本人、家族が申請に行くことができない場合は、地域包括支援センタ
ー、指定居宅介護支援事業者、介護保険施設などに申請代行をお願いで
きます。 

結果通知 3
　原則として、申請から３０日以内に市から認定結果通知書と結果が記載
された保険証が郵送されます。 
※申請者の状況などによっては、３０日以内に認定結果が発送できない場
合があります。 

審査・判定 2
　訪問調査、主治医意見書の結果をもとに、医療・保健・福祉の専門家
による「認定審査会」が開催され、どのくらいの介護が必要かを示す、
認定の区分が判定されます。 
※「介護や支援が必要な状態」であることが認定されるポイントとなり
ます。必要性がないと判断された方については、非該当と判定されま
す。 

ケアプラン作成 4
　要介護１～５と認定された方は、指定居宅介護支援事業者一覧の中か
ら事業者を選択しケアプラン作成を依頼します。 
※指定居宅介護支援事業者一覧表は、申請時に窓口で配布しています。 
　要支援１・２と認定された方は、担当する地域包括支援センターから
連絡がいきますので、ケアプランの作成を依頼してください。サービス
の内容が決まったら、事業者と利用契約をします。 

●ケアプラン：要介護者等の心身状態や生活環境を考慮し、介護サービスの種類や内
容などを決めた介護サービスの計画です。 
●指定居宅介護支援事業者：県の指定を受けてケアマネジャーを配置しているサービ
ス事業者です。利用者が適切な介護サービスを受けられるよう相談を受けたり、介
護サービス提供事業者との調整を行います。 
●地域包括支援センター：地域で暮らす高齢者の皆さんを介護、福祉、医療など、さ
まざまな面から総合的に支えるために活動しています。市内には、４カ所の地域包
括支援センターが設置されています。 

サービスを利用 5
　ケアプランに基づいてサービスを利用します。サービス利用者負担は
原則として費用の１割です。 
※介護保険では、要介護状態区分に応じて支給限度額が決められていま
す。上限を超えてサービスを利用した場合には、超えた分は全額が利
用者負担となります。 

要 介 護 ５ 
要 介 護 ４ 
要 介 護 ３ 
要 介 護 ２ 
要 介 護 １ 
要 支 援 ２ 
要 支 援 １ 
非　該　当 

要
介
護
状
態
区
分 

要介護１～５と認定された方は、介護
サービスを利用できます。 

要支援１、２と認定された方は、介護
予防サービスを利用できます。 

非該当の方は介護サービスの利用はで
きませんが、必要と判断されれば地域
包括支援センターが中心となって行う
介護予防事業に参加できます。 


